
１. 人口・世帯等

第9回基本政策部会
資料４-１
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１.人口・世帯の推移（京都府）

＜人口・世帯数の推移と推計＞

・平成10年から令和5年までの25年間で人口は約11万人減少している。

・世帯数は約21万世帯増加しており、1世帯あたりの人員が減少している。

資料：令和5年京都府統計書

人口（人） 世帯数（世帯） 1世帯あたり人員（人/世帯）

平成10年 2,641,787 1,004,394 2.6

平成15年 2,647,889 1,058,794 2.5

平成20年 2,640,782 1,107,411 2.4

平成25年 2,621,658 1,138,778 2.3

平成30年 2,597,577 1,178,186 2.2

令和5年 2,536,995 1,213,925 2.1
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２.人口・世帯の推移（地域別）

＜人口・世帯数の推移と推計＞

・北部地域、中部地域 … 人口：減少傾向 世帯数：漸増
・京都・乙訓地域 … 人口：横ばいから減少に 世帯数：増加傾向
・南部地域 … 人口：増加傾向から減少に 世帯数：漸増

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年 令和5年

人口 世帯 人口 世帯 人口 世帯 人口 世帯 人口 世帯 人口 世帯

北部地域 335,727 114,461 328,979 117,892 314,533 118,661 300,722 118,384 283,290 118,395 285,721 117,854

中部地域 150,511 47,780 148,985 50,108 145,280 51,605 140,141 52,419 133,332 52,745 130,710 53,850

京都・乙訓地域 1,621,089 662,963 1,622,634 697,497 1,622,754 729,966 1,622,936 753,488 1,621,539 784,834 1,617,143 811,049

南部地域 534,460 179,190 547,291 193,297 558,215 207,179 557,859 214,487 553,618 222,212 551,108 231,172

京都府 2,641,787 1,004,394 2,647,889 1,058,794 2,640,782 1,107,411 2,621,658 1,138,778 2,591,779 1,178,186 2,578,087 1,213,925

資料：令和5年京都府統計書

単位：人、世帯



３. 人口・世帯の推計（京都府・地域別）

＜人口・世帯数の推移と推計＞

・人口は今後も減少、世帯数は令和12年度をピークに減少していくと推計

資料：日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計、日本の世帯数の将来推計（平成31年4月推計）－国立社会保障・人口問題研究所

■人口 ■世帯 ■1世帯あたりの人員
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4.年齢階級別 人口割合（全国、都道府県）

・京都府における85歳以上人口の割合（令和2年）は、約4.8％で全国平均とほぼ同等

⇒前・後期高齢者はできる限り区別して分析し、85歳以上の区分は今後の増加次第で追加

資料：令和2年国勢調査（総務省）

＜人口・世帯数の推移と推計＞
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5.年齢階級別 人口割合（京都府・地域別）

・北部及び中部地域では、50歳以上の割合が高い。

・京都・乙訓及び南部地域では、50歳未満の割合が高い。

資料：令和2年国勢調査（総務省）

＜人口・世帯数の推移と推計＞
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6. 転入転出状況（京都府・地域別）

＜人口・世帯数の推移と推計＞

・府全体で､平成29年から令和5年の7年間累計で19,830人の転出超過

転入 転出
転入超過数

（△は転出超過）

平成29年 53,456 55,118 △ 1,662

平成30年 52,628 55,618 △ 2,990

令和元年 58,657 61,345 △ 2,688

令和2年 56,653 60,600 △ 3,947

令和3年 57,010 60,884 △ 3,874

令和4年 59,246 61,280 △ 2,034

令和5年 59,452 62,087 △ 2,635

資料：令和5年京都府統計書

令和４年10月１日

～令和５年９月30日
転入 転出

京都府 127,086 123,630

北部地域 9,423 10,938

中部地域 4,454 4,269

京都・乙訓地域 92,894 88,624

南部地域 20,315 19,799

資料：令和5年京都府統計書

単位：人単位：人



7.年齢階級別 人口移動の状況（京都府）

・転入超過は大学入学年齢を含む15～19歳が大部分を占める

・近年は20～24歳の転出超過数の増加が顕著

資料：住民基本台帳人口移動報告（総務省） （注）外国人を含まない。
地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）（内閣官房）により作成

京都府

滋賀県

（参考）
隣接する府県の人口移動状況(2023年)

大阪府

＜人口・世帯数の推移と推計＞
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8.年齢階級別 人口移動の状況（地域別）

・転出入は、京都・乙訓地域で多く、その他の地域では少ない

・各地域で共通して、20代及び30代の転出入者が多い

資料：住民基本台帳人口移動報告 年齢（５歳階級）、男女別他市区町村からの転出入者数（2024年）

＜人口・世帯数の推移と推計＞
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9.年齢階級別 単独世帯割合の推移（京都府）

・単独世帯の35.5％ が65歳以上の単独世帯（2020（R2）年）

・単独世帯は年々高齢化。30歳未満は減少傾向、65歳以上は増加傾向

資料：日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）令和6（2024）年推計 （国立社会保障・人口問題研究所）
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＜人口・世帯数の推移と推計＞



10 .年齢階級別 単独世帯割合（京都府・地域別）

・京都・乙訓地域は、京都府全体の傾向とほぼ同じ

・北部、中部及び南部地域は、65歳以上の単独世帯が40％以上にのぼる

資料：令和2年国勢調査（総務省）

＜人口・世帯数の推移と推計＞
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■令和2（2020）年の地域別データ（年齢不詳除く）



11 . 家族類型別世帯割合の推移（京都府）

＜人口・世帯数の推移と推計＞

・単独世帯が増加傾向、令和32(2050)年には全体の約5割を占めると推計

令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2040）

令和27年
（2045）

令和32年
（2050）

単独 41.2% 43.3% 44.8% 45.8% 46.4% 46.7% 47.0%

夫婦のみ 19.4% 18.9% 18.5% 18.3% 18.2% 18.2% 18.2%

夫婦と子 24.2% 22.9% 21.8% 21.0% 20.7% 20.6% 20.4%

ひとり親と子 8.9% 9.4% 9.6% 9.5% 9.4% 9.3% 9.2%

その他 6.2% 5.5% 5.4% 5.4% 5.3% 5.2% 5.2%

総数 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

資料：日本の世帯数の将来推計（平成31年4月推計）－国立社会保障・人口問題研究所
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9.6%
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12 . 家族類型別世帯割合（京都府・地域別）

＜人口・世帯数の推移と推計＞

資料：令和2年国勢調査（総務省）

2020年 単独 夫婦のみ 夫婦と子 ひとり親と子 その他

京都府 41.2% 19.3% 24.1% 8.9% 6.5%

北部地域 34.1% 23.8% 22.8% 9.0% 10.2%

中部地域 29.5% 23.7% 27.6% 9.0% 10.2%

京都・乙訓地域 46.6% 17.2% 21.9% 8.6% 5.7%

南部地域 28.6% 23.3% 31.7% 9.9% 6.5%
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28.6%
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23.8%

23.7%
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6.5%
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京都府

北部地域

中部地域

京都・乙訓地域

南部地域

単独 夫婦のみ 夫婦と子 ひとり親と子 その他

・京都・乙訓地域は、単独世帯が半数近くをしめる

・北部及び中部地域は単独世帯が、南部地域は夫婦と子世帯が最も多い
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13 . 高齢者人口の割合の推移と推計（京都府）

＜人口・世帯数の推移と推計＞

・令和32(2050)年には､府の高齢者人口は総人口の約１/3以上になると推計

平成12年平成17年平成22年平成27年 令和2年 令和7年 令和12年令和17年令和22年令和27年令和32年

65歳以上 17.4 20.0 23.0 26.9 28.5 30.1 31.3 33.0 35.9 37.6 38.5

75歳以上 7.3 9.1 10.9 12.6 14.9 18.7 19.7 19.7 20.2 21.7 24.6

資料：日本の地域別将来推計人口（令和5年推計）－国立社会保障・人口問題研究所
第10次京都府高齢者健康福祉計画－京都府

実績値 推計値

実績値 推計値



14 . 将来高齢者人口比率（京都府・地域別）

＜高齢者人口の推移及び推計＞

・北部及び中部地域では、令和32（2050）年には65歳以上の人口が4割
以上になると推計

資料：第10次京都府高齢者健康福祉計画－ 京都府

区 分
実績 推計

平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年

京都府

総人口 2,610,353 2,578,087 2,518,390 2,445,192 2,361,161 2,267,021 2,170,369 2,075,975 

65歳以上
703,419 734,493 758,721 764,864 780,166 814,565 816,356 799,876 

26.9% 28.5% 30.1% 31.3% 33.0% 35.9% 37.6% 38.5%

75歳以上
329,552 384,663 470,292 481,864 465,411 458,770 470,729 509,787 

12.6% 14.9% 18.7% 19.7% 19.7% 20.2% 21.7% 24.6%

北部地域

総人口 294,170 279,126 262,601 246,719 231,007 215,475 200,189 185,383 

65歳以上
95,921 95,740 94,031 91,174 88,464 88,225 84,609 79,641 

32.6% 34.3% 35.8% 37.0% 38.3% 40.9% 42.3% 43.0%

75歳以上
50,836 52,563 58,252 58,093 55,742 53,099 51,068 52,262 

17.3% 18.8% 22.2% 23.5% 24.1% 24.6% 25.5% 28.2%

中部地域

総人口 137,077 130,710 124,158 117,052 109,528 101,621 93,751 86,274 

65歳以上
40,183 42,803 43,690 43,342 42,560 42,186 40,562 38,408 

29.3% 32.7% 35.2% 37.0% 38.9% 41.5% 43.3% 44.5%

75歳以上
19,313 21,546 25,805 27,511 27,052 25,980 24,933 24,992 

14.1% 16.5% 20.8% 23.5% 24.7% 25.6% 26.6% 29.0%

京都・乙訓
地域

総人口 1,623,834 1,617,143 1,593,300 1,560,760 1,521,086 1,473,602 1,423,859 1,374,937 

65歳以上
420,110 435,942 457,703 466,139 481,805 508,318 515,202 510,640 

25.9% 27.0% 28.7% 29.9% 31.7% 34.5% 36.2% 37.1%

75歳以上
197,904 231,267 285,740 290,829 281,536 282,069 295,422 323,450 

12.2% 14.3% 17.9% 18.6% 18.5% 19.1% 20.7% 23.5%

南部地域

総人口 555,272 551,108 538,331 520,661 499,540 476,323 452,570 429,381 

65歳以上
147,205 160,008 163,297 164,209 167,337 175,836 175,983 171,187 

26.5% 29.0% 30.3% 31.5% 33.5% 36.9% 38.9% 39.9%

75歳以上
61,499 79,287 100,495 105,431 101,081 97,622 99,306 109,083 

11.1% 14.4% 18.7% 20.2% 20.2% 20.5% 21.9% 25.4%



15 . 将来高齢者人口比率（京都府・地域別）

＜高齢者人口の推移及び推計＞

資料：第10次京都府高齢者健康福祉計画－ 京都府

将来高齢者（65歳以上）人口比率（地域別）
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16. 65歳以上の要介護、要支援認定者数の推移（京都府・地域別）

＜高齢者人口の推移及び推計＞

・府全体で約16.4万人（令和5年）の要介護、要支援認定者がいる。

・平成27年から約2.7万人増加。

京都府 北部地域 中部地域 京都・乙訓地域 南部地域
平成27年 137,202 19,662 7,200 85,953 24,387
平成28年 141,495 19,811 7,423 89,181 25,080
平成29年 145,051 19,718 7,389 91,971 25,973

平成31年 153,834 20,493 7,503 97,780 28,058
令和2年 153,925 20,457 7,431 97,727 28,310
令和3年 158,893 20,853 7,688 100,729 29,623
令和4年 161,187 20,810 7,729 102,287 30,361
令和5年 163,652 20,615 7,923 104,164 30,950

資料：第10次京都府高齢者健康福祉計画（京都府）
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17.市町村別合計特殊出生率（京都府・市町村別）

・合計特殊出生率は、北部地域や大山崎町で高く、京都市や南部の人口が少
ない町村で低い。

資料：平成30年～令和４年人口動態保健所・市区町村別統計（厚生労働省）

北部 中部 京都・乙訓 南部

京都府
1.25

＜少子化の現状＞



18. 出生数の推移（京都府・地域別）

＜少子化の現状＞

・年間の出生数は10年間（平成26年から令和5年まで）で、約5,500人

（27.5％）減少

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
H26→R5
増減数

H26→R5
増減率

京都府 20,064 19,905 19,911 18,855 18,346 17,663 16,737 16,347 15,387 14,553△ 5,511 △27.5%

北部地域 2,404 2,276 2,224 2,178 2,027 1,975 1,816 1,796 1,729 1,572 △832 △34.6%

中部地域 982 918 879 864 800 802 709 741 647 676 △ 306 △31.2%

京都・乙訓地域 12,495 12,549 12,679 11,998 11,625 11,217 10,820 10,392 9,761 9,285 △ 3,210 △25.7%

南部地域 4,183 4,162 4,129 3,815 3,894 3,669 3,392 3,418 3,250 3,020 △ 1,163 △27.8%

資料：京都府統計書（平成26年から令和5年の各年）※ 各年の期間は 「前年10月1日～当年9月30日」

単位：人
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19. 合計特殊出生率の推移（京都府・近畿府県・全国）

＜少子化の現状＞

・京都府は全国平均を下回り、近畿府県の中でも最低

・・・滋賀県

・・・和歌山県

・・・兵庫県

・・・奈良県
・・・全国

・・・大阪府

・・・京都府

資料：人口動態調査（厚生労働省）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

全 国 1.42 1.45 1.44 1.43 1.42 1.36 1.33 1.30 1.26 1.20

京都府 1.24 1.35 1.34 1.31 1.29 1.25 1.26 1.22 1.18 1.11

滋賀県 1.53 1.61 1.56 1.54 1.55 1.47 1.50 1.46 1.43 1.38

大阪府 1.31 1.39 1.37 1.35 1.35 1.31 1.31 1.27 1.22 1.19

兵庫県 1.41 1.48 1.49 1.47 1.44 1.41 1.39 1.36 1.31 1.29

奈良県 1.27 1.38 1.36 1.33 1.37 1.31 1.28 1.30 1.25 1.21

和歌山県 1.55 1.54 1.50 1.52 1.48 1.46 1.43 1.43 1.39 1.33



資料：令和2年国勢調査（総務省）

単位：世帯

20. 共働き世帯の推移（京都府）

＜少子化の現状＞

・夫婦と18歳未満の子どもがいる世帯のうち、約6割が共働き世帯

1995
（H7）

2000
（H12）

2005
（H17）

2010
（H22）

2015
（H27）

2020
（R2）

夫婦と18歳未満の子どもがいる世帯 250,195 226,687 208,317 197,829 190,099 164,397

うち、親が共働き世帯 117,921 105,380 104,009 105,113 114,302 95,529

共働き世帯の割合 47.1% 46.5% 49.9% 53.1% 60.1% 58.1%
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21. ひとり親世帯数の推移（京都府・地域別）

＜少子化の現状＞

・平成12年から平成22年までの10年間で1.36倍に増加

・京都府全体、地域別とも、平成22年をピークにやや減少

注：「18歳未満の世帯員のいるひとり親世帯」と対象としている。

単位：世帯

2000 (H12) 2005 (H17) 2010 (H22) 2015 (H27) 2020 (R2)

京都府 19,885 24,258 27,024 25,993 25,157

北部地域 2,148 2,645 2,781 2,594 2,400

中部地域 763 988 1,115 1,099 989

京都・乙訓地域 13,244 15,737 17,365 16,678 16,076

南部地域 3,730 4,888 5,763 5,622 5,692
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22.年齢階級・延べ面積別主世帯数【借家】（京都府）

・単身者では、特に若年層ほど狭小な住宅に居住している世帯数及び割合が
高い。

資料：令和5年住宅・土地統計調査（国土交通省）
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＜少子化の現状＞



２. 住宅ストックの状況



23. 住宅数、空き家率等の推移（京都府）

＜空き家の状況＞

・住宅数、空き家数は年々増加

・空き家率は平成20年に全国平均を下回り平成30年で微減した後、再び増加

住宅総数 居住世帯あり総数 空き家総数 空き家率 空き家率（全国平均）
平成5年 102.3 90.8 10.0 9.8% 9.8%
平成10年 111.1 96.4 13.5 12.2% 11.5%
平成15年 120.1 103.4 15.3 12.7% 12.2%
平成20年 127.0 108.7 16.7 13.1% 13.1%
平成25年 132.0 113.5 17.5 13.2% 13.5%
平成30年 133.8 115.9 17.2 12.8% 13.6%
令和5年 137.2 118.3 18.0 13.1% 13.8%

資料：住宅・土地統計調査（総務省）
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24. 住宅数、空き家率等の推移（地域別）

＜空き家の状況＞

・北部、中部及び南部の空き家数及び空家率は、長期的には増加傾向

・北部、中部及び京都・乙訓地域の住宅数は増加傾向

資料：住宅・土地統計調査（総務省）
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25. 空き家の状況（京都府・地域別）

＜空き家の状況＞

・北部地域と中部地域で府全体の空き家率を上回っており、北部では空き家
率が上昇（平成30年から3.9％増）。一方、南部地域は9.0％と低い。

資料：R5住宅・土地統計調査（総務省）※確報で公表されている市町のみ集計（人口１万５千人以上）

区 分 住宅総数
居住世帯
あり総数

居住世帯なし総数

総数
一時現在者

のみ
空き家

賃貸・売却
用及び二次
的住宅を除
く空き家

賃貸用の空
き家

売却用の空
き家

二次的住宅 建築中 空家率
（参考）
H30空家率

京 都 府 1,372,200 1,182,900 189,300 6,700 180,400 84,900 81,000 6,900 7,700 2,200 13.1% 12.7%

北
部
地
域

福 知 山 市 40,840 31,710 9,140 180 8,890 4,590 3,480 160 660 70 21.8% 18.8%

舞 鶴 市 41,350 31,660 9,690 40 9,500 4,420 4,490 380 200 150 23.0% 17.6%

綾 部 市 17,590 13,890 3,690 190 3,500 2,630 640 90 140 - 19.9% 21.0%

宮 津 市 10,760 7,030 3,730 10 3,710 2,010 630 280 800 0 34.5% 27.4%

京 丹 後 市 24,750 19,710 5,030 60 4,980 4,130 490 80 260 - 20.1% 13.7%

与 謝 野 町 9,840 8,380 1,460 50 1,410 1,010 240 10 150 - 14.3% 13.5%

計 145,130 112,380 32,740 530 31,990 18,790 9,970 1,000 2,210 220 22.0% 18.1%

中部
地域

亀 岡 市 39,730 34,110 5,620 450 5,100 2,940 1,590 230 340 70 12.8% 13.4%

南 丹 市 14,920 11,670 3,240 110 3,080 1,780 860 90 350 50 20.6% 19.4%

計 54,650 45,780 8,860 560 8,180 4,720 2,450 320 690 120 15.0% 15.1%

乙
訓
地
域

京
都
・

京 都 市 842,300 731,200 111,000 4,400 105,300 44,300 54,800 3,500 2,700 1,300 12.5% 12.9%

向 日 市 26,150 23,260 2,890 160 2,650 940 1,460 200 50 80 10.1% 9.0%

長 岡 京 市 36,490 32,890 3,610 300 3,150 1,590 1,340 120 90 160 8.6% 9.5%

大 山 崎 町 7,730 6,640 1,080 20 1,060 510 480 50 20 - 13.7% 12.1%

計 912,670 793,990 118,580 4,880 112,160 47,340 58,080 3,870 2,860 1,540 12.3% 12.7%

南
部
地
域

宇 治 市 80,630 72,140 8,490 230 8,080 3,850 3,550 510 160 190 10.0% 10.1%

城 陽 市 33,920 30,550 3,380 110 3,260 1,690 1,120 410 30 10 9.6% 8.8%

八 幡 市 34,300 30,860 3,440 30 3,400 1,330 1,820 150 90 10 9.9% 9.7%

久 御 山 町 6,880 6,360 520 40 480 150 250 70 10 - 7.0% 7.0%

京 田 辺 市 35,630 32,140 3,490 200 3,280 1,010 2,140 120 20 10 9.2% 8.1%

木 津 川 市 33,290 30,300 3,000 10 2,950 1,630 990 210 120 40 8.9% 12.3%

精 華 町 15,030 13,730 1,290 - 1,290 840 390 30 30 - 8.6% 7.1%

計 239,680 216,080 23,610 620 22,740 10,500 10,260 1,500 460 260 9.5% 9.0%



26. 空き家の状況（京都府・地域別）

＜空き家の状況＞

・空き家率は、北部地域、中部地域及び南部地域で増加傾向にある

・一方、京都府全域及び京都・乙訓地域では減少傾向にある

資料：R5住宅・土地統計調査（総務省）※確報で公表されている市町のみ集計（人口１万５千人以上）

空家率 平成20年 平成25年 平成30年 令和5年

京都府 13.2% 13.3% 12.7% 13.1%
北部地域 15.4% 17.0% 18.1% 22.0%
中部地域 13.4% 14.4% 15.1% 15.0%
京都・乙訓地域 13.7% 13.8% 12.7% 12.3%
南部地域 9.6% 8.6% 9.0% 9.5%
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27. 所有関係別住宅の状況（全国・近畿大都市圏・京都府）

＜住宅ストックの状況＞

・京都府全体の持ち家率は全国平均程度で、近畿大都市圏と比較して
約10％高い

資料：R5住宅・土地統計調査（総務省）

近畿大都市圏とは、近畿府県に所在する政令指定都市（京都市、大阪市、堺市、神戸市）の合計として算出した。
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28.転出入後における住宅の所有関係の割合（京都府）

・住宅所有関係は、転出後・転入後ともに民営借家（非木造）、持ち家の順に多い

・京都府全体と比較すると、転出後・転入後とも民営借家（非木造）、給与住宅の割
合が高い

持ち家 公営の借家
都市再生機構(UR)
・公社の借家

民営借家（木造）
民営借家
（非木造）

給与住宅

2019年以降京都府から
転出（N=46,000）

22.4% 1.7% 1.7% 10.3% 48.3% 15.5%

2019年以降京都府に
転入（N=53,000）

16.0% 0.0% 0.0% 8.0% 60.0% 16.0%

京都府全体 60.7% 2.7% 1.8% 4.0% 24.8% 1.9%

資料：令和5年住宅・土地統計調査（国土交通省）
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29. 住宅数【持ち家】に対する増改築の実施率（京都府・地域別）

＜住宅ストックの状況＞

資料：住宅・土地統計調査（総務省）

平成7年から
平成10年に実施
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平成16年から
平成20年に実施

平成21年から
平成25年に実施

平成25年から
平成30年に実施

令和元年から
令和5年に実施

京都府 13.6% 13.5% 26.0% 27.5% 26.5% 28.6%
北部地域 ― ― 32.5% 32.6% 32.5% 34.3%
中部地域 ― ― 27.5% 31.2% 30.7% 32.0%
京都・乙訓地域 ― ― 23.9% 25.9% 23.6% 26.2%
南部地域 ― ― 26.8% 27.7% 30.0% 31.0%
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・京都府全体では、平成7年以降、増改築の実施率は上昇している

・北部、中部及び南部地域の増改築の実施率は、京都府全体より高い



30. 増改築の内容【持ち家】（京都府）

＜住宅ストックの状況＞

・増改築工事をした住宅の約6割で、台所・トイレなどの水回りの改修工事を実施

・次いで多いのは、屋根・外壁等の改修工事（42.0％）､内装改修工事（27.9％）

資料：R5住宅・土地統計調査（総務省）

令和元年から令和5年までに実施した増改築工事の内容
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資料：R5住宅・土地統計調査（総務省）

北部地域 中部地域

京都・乙訓地域 南部地域

31. 増改築の内容【持ち家】（地域別）

＜住宅ストックの状況＞

・各地域同じ傾向であり、台所・トイレなどの水回りの改修工事が最も多い

・次いで、屋根・外壁等の改修工事､天井・壁・床等の内装改修工事となっている
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家計を主に支える者が65歳以上の世帯（n=4,757千世帯）

32.リフォームで重視する内容（全国）

・高齢者を含む世帯は、全世帯と比較して「高齢者への配慮」を重視（□の部分）

・全世帯は、「広さや間取り」「収納の多さ、使い勝手」を重視（□の部分）

資料：R５住生活総合調査（国土交通省）

■今後のリフォームで重視する内容（全世帯）※ ■今後のリフォームで重視する内容（高齢者を含む世帯）※

※「住宅の要素」「住環境の要
素」の合わせて36項目のうち、
統計データ（速報値）より「重
要と思う項目」がわかる22項目
を対象とし、重要度の高い順に
15項目を抽出して表示している。

※「住宅の要素」「住環境の要
素」の合わせて36項目のうち、
統計データ（速報値）より「重
要と思う項目」がわかる22項目
を対象とし、重要度の高い順に
15項目を抽出して表示している。

＜住宅ストックの状況＞
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33. 一住宅あたりの延べ床面積（都道府県別）

＜住宅ストックの状況＞

・京都府の一住宅あたりの延べ床面積は85.02㎡で、全国で6番目に低い

・全都道府県の平均は91.66㎡

資料：R5住宅・土地統計調査（総務省）

京都府
近畿府県
その他

全国平均
91.66㎡
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34. 一住宅あたりの延べ床面積（京都府・市町別）

＜住宅ストックの状況＞

・延べ床面積は、北部及び中部地域で大きく、京都・乙訓地域で小さい

・京丹後市が最も大きく(148.43㎡)、京都市下京区が最も小さい(61.16㎡)

資料：R5住宅・土地統計調査（総務省）※伊根町、京丹波町、井手町、宇治田原町、笠置町、和束町、南山城村は統計データ無し



35. 所有関係別最低居住面積水準未満世帯数（京都府・地域別）

＜住宅ストックの状況＞

・民間借家（非木造）における最低居住面積水準未満の割合が高い。

区 分 京都府 北部地域 中部地域 京都・乙訓地域 南部地域

持ち家

総数 717,700 80,430 35,390 428,590 160,030

最低居住面積
水準未満

9,000 470 250 7,450 820

比 率 1.3% 0.6% 0.7% 1.7% 0.5%

借家

公営借家

総数 32,100 4,600 900 21,050 5,210

最低居住面積
水準未満

2,500 220 60 1,620 660

比 率 7.8% 4.8% 6.7% 7.7% 12.7%

都市再生
機構・公社

総数 21,700 0 510 13,300 7,930

最低居住面積
水準未満

1,400 0 40 1,100 250

比 率 6.5% - 7.8% 8.3% 3.2%

民営借家
（木造）

総数 47,400 8,390 1,780 29,850 7,120

最低居住面積
水準未満

5,900 770 260 4,390 510

比 率 12.4% 9.2% 14.6% 14.7% 7.2%

民営借家
（非木造）

総数 292,900 12,050 5,120 247,730 27,810

最低居住面積
水準未満

63,600 2,980 1,390 53,530 5,780

比 率 21.7% 24.7% 27.1% 21.6% 20.8%

給与住宅

総数 22,100 3,740 540 14,440 2,950

最低居住面積
水準未満

3,000 460 60 1,870 380

比 率 13.6% 12.3% 11.1% 13.0% 12.9%

資料：R5住宅・土地統計調査（総務省）



36. 耐震工事の実施状況【持ち家】（京都府）

＜住宅ストックの状況＞

・耐震工事の実施は平成１６年～平成20年がピーク

・耐震工事を実施した持ち家の比率は2.0％～3.0％で推移

資料：住宅・土地統計調査（総務省）

単位：戸、％
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区 分

京都府 全国（京都府含む）

総数

耐震工事をした
耐震工事を
していない

耐震工事をした

戸数 （比率）
壁の新設
・補強

筋かい
の設置

基礎の
補強

金具による
補強

その他
戸数

（全国平均※1）
比率

（全国平均※2）

平成15年 630,300 17,800 （2.8%） 6,600 5,200 7,100 8,100 2,700 612,500 17,296 2.8%

平成20年 660,500 22,700 （3.4%） 8,100 9,100 10,500 11,500 3,400 637,900 22,728 3.4%

平成25年 690,300 13,800 （2.0%） 6,300 5,200 6,100 6,300 2,500 676,600 14,702 2.0%

平成30年 710,400 14,500 （2.0%） 6,800 4,800 5,200 5,800 3,800 695,900 12,655 1.8%

令和5年 717,700 15,200 （2.1%） 7,700 5,700 5,900 5,600 3,100 702,400 13,547 1.9%

※1：1都道府県あたりの耐震工事をした戸数（＝耐震工事をした戸数／47）
※2：総数（全国）に対する耐震工事をした戸数（全国）の割合
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37. 耐震工事の実施状況【持ち家】（地域別）

＜住宅ストックの状況＞

・各地域共通して、耐震工事の実施は平成１６年～平成20年がピーク

・各地域共通して、耐震工事を実施した持ち家の比率は概ね2.0％～4.0％で推移

資料：住宅・土地統計調査（総務省）
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資料：住宅・土地統計調査（総務省）

38. 環境対応取り組み住宅状況（京都府）

＜住宅ストックの状況＞

・太陽光利用の発電機器や二重サッシ・複層ガラス窓を設置した住宅は、
増加傾向にあり、環境対策への意識は高まっている

太陽熱利用の
温水機器等あり

太陽光利用の
発電機器あり

二重サッシ・
複層ガラス窓

二重サッシ・
複層ガラス窓

あり すべての窓にあり 一部の窓にあり

平成15年 4.1% 0.5% 12.6% 3.8% 8.7%

平成20年 3.2% 0.8% 15.2% 5.6% 9.6%

平成25年 2.4% 2.2% 19.1% 7.5% 11.6%

平成30年 2.0% 3.1% 23.6% 9.8% 13.8%

令和5年 1.8% 3.5% 26.2% 11.6% 14.6%
令和5年【全国平均】 3.0% 4.9% 31.9% 16.8% 15.1%
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資料：住宅・土地統計調査（総務省）

39. 環境対応取り組み住宅状況（地域別）

＜住宅ストックの状況＞

・各地域共通して、太陽光利用の発電機器や二重サッシ・複層ガラス窓を設
置した住宅は、増加傾向にあり、環境対策への意識は高まっている
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40. 高齢者対応住宅数の推移（京都府）

＜住宅ストックの状況＞

・高齢者対応住宅数の割合は、全国平均と同様に住宅総数の約半数

区 分 住宅総数
高齢者のための
設備がある
住宅数

高齢者のための設備がある
住宅数率

京都府 全国平均
平成15年 103.40 40.93 39.6% 39.8%
平成20年 108.68 51.38 47.3% 48.7%
平成25年 113.50 56.45 49.7% 50.9%
平成30年 115.89 56.23 48.5% 50.9%
令和5年 118.30 63.00 53.2% 56.0%

資料：住宅・土地統計調査（総務省）

単位：万戸

「高齢者のための設備がある住宅」とは
以下の設備や基準を満たす住宅をとする。
・手すりがある （玄関、トイレ、浴室、
脱衣所、廊下、階段、居住室、その他

・またぎやすい高さの浴槽
・浴室暖房乾燥機
・廊下などが車いすで通行可能な幅
・段差のない屋内
・道路から玄関まで車いすで通行可能
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41. 高齢者対応住宅数の推移（京都府・地域別）

＜住宅ストックの状況＞

資料：住宅・土地統計調査（総務省）

単位：万戸

「高齢者のための設備がある住宅」とは
以下の設備や基準を満たす住宅をとする。
・手すりがある （玄関、トイレ、浴室、
脱衣所、廊下、階段、居住室、その他

・またぎやすい高さの浴槽
・浴室暖房乾燥機
・廊下などが車いすで通行可能な幅
・段差のない屋内
・道路から玄関まで車いすで通行可能

平成15年 平成20年 平成25年 平成30年 令和5年

京都府 40.9 51.4 56.5 56.2 63.0

北部地域 3.9 6.4 6.5 6.4 6.7

中部地域 1.6 2.8 2.9 2.6 2.5

京都・乙訓地域 24.6 31.2 34.6 34.3 39.6

南部地域 8.3 10.4 11.9 12.2 13.2

63.0

6.7
2.5

39.6

13.2

0.0

10.0
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30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

平成15年 平成20年 平成25年 平成30年 令和5年

万戸

京都府 北部地域 中部地域 京都・乙訓地域 南部地域

・北部、京都・乙訓及び南部地域では、長期的には増加傾向にある

・中部地域では、平成25年をピークに緩やかに減少傾向にある



42. 建築年次別マンション（管理組合）数（参考：全国）

＜住宅ストックの状況＞

・平成7年～21年に建築されたマンションが多い

・平成22年以降は、ピーク時の建築数から半減した建築数で推移

資料：令和5年度マンション総合調査（国土交通省）

全体
昭和49年

以前

昭和50
～

昭和54年

昭和55
～

昭和59年

昭和60
～

平成元年

平成２
～

平成６年

平成７
～

平成11年

平成12
～

平成16年

平成17
～

平成21年

平成22
～

平成26年

平成27
～

令和元年

令和2年
以降

不明

マンション数
（管理組合数）

1589※1 91 91 126 101 156 224 214 252 110 99 68 57

比率 100.0% 5.7% 5.7% 7.9% 6.4% 9.8% 14.1% 13.5% 15.9% 6.9% 6.2% 4.3% 3.6%

単位：組合
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平成17
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平成22
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平成27

～令和元年

令和２

年以降

不明

組合数

※1：令和5年度マンション組合調査において、（一社）マンション管理業協会会員各社
を通じ受託管理組合へ配布及び（公財）マンション管理センター登録管理組合名簿
より無作為抽出し配布した4,270の管理組合のうち回答のあった管理組合数



43. 敷地規模別マンション（管理組合）数（参考：全国）

＜住宅ストックの状況＞

・ 2,000㎡以下で約半数(47.3%)を､3,000㎡以下で約2/3（63.9％）を占める

・1,000㎡刻みでは1,001～2,000㎡が最も多く、10,000㎡以上は7.2％

総数
1,000㎡
以下

1,001～
2,000㎡

2,001～
3,000㎡

3,001～
4,000㎡

4,001～
5,000㎡

5,001～
6,000㎡

6,001～
7,000㎡

7,001～
8,000㎡

8,001～
9,000㎡

9,001～
10,000㎡

10,001～
20,000㎡

20,001㎡
以上

不明

マンション数
（管理組合数）

1589※1 310 442 263 130 66 42 33 21 17 9 67 47 142

比率 100.0% 19.5% 27.8% 16.6% 8.2% 4.2% 2.6% 2.1% 1.3% 1.1% 0.6% 4.2% 3.0% 8.9%

資料：平成30年度マンション総合調査（国土交通省）

310
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42 33 21 17 9

67
47

0

100

200

300

400

500

1,000㎡以下 1,001～

2,000㎡

2,001～

3,000㎡以下

3,001～

4,000㎡以下

4,001～

5,000㎡以下

5,001～

6,000㎡以下

6,001～

7,000㎡以下

7,001～

8,000㎡以下

8,001～

9,000㎡以下

9,001～

10,000㎡以下

10,001～

20,000㎡以下

20,001㎡以上

マンション数

※1：令和5年度マンション組合調査において、（一社）マンション管理業協会会員各社
を通じ受託管理組合へ配布及び（公財）マンション管理センター登録管理組合名簿
より無作為抽出し配布した4,270の管理組合のうち回答のあった管理組合数

単位：組合



44. 公共賃貸住宅の状況（京都府・地域別）

＜公共賃貸住宅の状況＞

・世帯数における公共賃貸住宅の割合が、南部地域でもっとも高く、中部地
域では、公共賃貸住宅・公営住宅ともに低い

区 分
公共賃貸
住宅合計

都市再生
機構住宅京都府 公営住宅等

特別賃貸・
特定公共賃貸

市町村 公営住宅等
特別賃貸・

特定公共賃貸

京都府 62,207 14,825 13,204 1,621 24,567 24,636 104 22,815 

北部地域 6,588 3,516 3,500 16 3,072 3,069 16 0 

中部地域 1,871 377 377 0 906 834 80 588 

京都・乙訓地域 38,345 5,867 4,967 900 18,952 19,090 3 13,526 

南部地域 15,403 5,065 4,360 705 1,637 1,643 5 8,701 

区 分
公共賃貸合計

/世帯数
公営住宅（府・市町村営合計）

/世帯数
(世帯数)

京都府 5.2% 3.2% 1,190,527 

北部地域 5.5% 5.5% 118,872 

中部地域 3.5% 2.3% 52,843 

京都・乙訓地域 4.8% 3.0% 793,326 

南部地域 6.8% 2.7% 225,486 

資料：令和5京都府統計書、京都府統計



47.2% 49.9% 47.3% 46.4% 46.7%

25.6% 24.2% 24.7% 24.3% 25.5%

16.8% 15.8% 16.8% 17.3% 18.4%

6.7% 6.3% 6.9% 7.2% 6.2%
2.8% 2.8% 2.9% 3.1% 2.2%1.0% 0.9% 1.4% 1.7% 0.9%

0%

20%

40%
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80%

100%

平成15年 平成20年 平成25年 平成30年 令和5年

150㎡以上

100～149㎡

70～99㎡

50～69㎡

30～49㎡

29㎡以下

45. 民間賃貸住宅の規模別住宅戸数の推移（京都府）

＜民間賃貸住宅の状況＞

・規模の比率は、平成15年から令和5年まででほとんど変化していない

・29㎡以下の住宅が約半数を占めている

総数
延べ面積

29㎡以下 30～49㎡ 50～69㎡ 70～99㎡ 100～149㎡ 150㎡以上

平成15年 278,600
131,400 71,200 46,800 18,700 7,700 2,800
47.2% 25.6% 16.8% 6.7% 2.8% 1.0%

平成20年 291,900
145,700 70,700 46,100 18,500 8,200 2,700
49.9% 24.2% 15.8% 6.3% 2.8% 0.9%

平成25年 329,700
156,000 81,300 55,400 22,700 9,600 4,700
47.3% 24.7% 16.8% 6.9% 2.9% 1.4%

平成30年 330,700

153,600 80,300 57,100 23,800 10,200 5,700

46.4% 24.3% 17.3% 7.2% 3.1% 1.7%

令和5年 338,900
158,400 86,500 62,300 20,900 7,500 3,200
46.7% 25.5% 18.4% 6.2% 2.2% 0.9%

資料：住宅・土地統計調査（総務省）（平成15年、平成20年、平成25年、平成30年、令和5年）

単位：戸
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31.2%

36.8% 31.1% 32.1%
27.0%

23.0% 27.9% 25.3% 25.5%
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46. 民間賃貸住宅の規模別住宅戸数の推移(地域別)

＜民間賃貸住宅の状況＞

・北部、中部及び南部では、70㎡未満の住宅がほとんどを占めている

・京都・乙訓地域では、29㎡以下の住宅が約半数を占めている

資料：住宅・土地統計調査（総務省）（平成20年、平成25年、平成30年、令和5年）※各年、市データのみ（町村データなし）で集計

北部地域 中部地域

京都・乙訓地域 南部地域

55.1% 50.8%
41.9% 39.3%

17.7% 20.4%
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47. 新築着工住宅数の推移（京都府）

＜新築着工住宅数の推移と中古住宅流通の状況＞

・平成27年度から令和元年度にかけては減少傾向

・令和2年度で増加し、令和6年度では最近10年間で最大

区 分
平成

27年度
平成

28年度
平成

29年度
平成
30年度

令和
元年度

令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

持 家 4663 4630 4568 4648 4706 4,576 4,553 4,119 3,602 3,816
貸 家 6569 6435 6265 6196 5031 5,410 6,950 6,689 5,995 8,525
分譲住宅 5963 5054 4220 4245 5182 5,639 5,031 4,884 4,721 6,486
給与住宅 295 104 43 233 132 82 68 48 293 53

合計 17,490 16,223 15,096 15,322 15,051 15,707 16,602 15,740 14,611 18,880

資料：建築着工統計調査（国土交通省）（平成27年から令和6年までの各調査分）

単位：戸
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・北部、中部及び南部は、持家が減少傾向の一方、貸家が増加傾向にある

・京都・乙訓地域は、貸家が減少傾向の一方、分譲住宅が増加傾向にある

資料：京都府統計書 第6章 道路・建設・住宅 6-10.市区町村別、利用関係別着工新設住宅（H27、H28、H29、H30、R01、R05）

北部地域 中部地域

京都・乙訓地域 南部地域
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48. 新築着工住宅数の推移（地域別）

＜新築着工住宅数の推移と中古住宅流通の状況＞



49. 建築時期別の中古住宅の取得数（持ち家）（京都府・京都市）

＜新築着工住宅数の推移と中古住宅流通の状況＞

・昭和46年（1971年）から昭和55年（1980年）に建築された中古住宅
が約23％と最も多い

区 分
計

建築の時期
昭和45年
以前

昭和46年
～55年

昭和56年
～平成2年

平成3年
～12年

平成13年
～22年

平成23年
～令和2年

令和3年
～5年9月

1970以前 1971～1980 1981～1990 1991～2000 2001～2010 2011～2020
2021～
2023/9

(築55年以上)(築45～54年)(築35～44年)(築25～34年)(築15～24年) (築5～14年) (築1～4年)

京都府
実 数 159,000 17,900 36,500 34,500 30,200 23,400 14,100 2,400
比 率 100.0% 11.3% 23.0% 21.7% 19.0% 14.7% 8.9% 1.5%

京都市
実 数 100,500 11,400 23,400 21,100 18,800 14,500 9,700 1,600
比 率 100.0% 11.3% 23.3% 21.0% 18.7% 14.4% 9.7% 1.6%

資料：令和5年住宅土地・統計調査（総務省）

単位：戸
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50. 建築時期別の中古住宅の取得数（持ち家）（京都府・地域別）

＜新築着工住宅数の推移と中古住宅流通の状況＞

・京都・乙訓地域での取得数が最も多く、次いで南部地域となっている

・建築時期に関わらず、北部地域は10％以下、中部地域は5％以下である

資料：令和5年住宅土地・統計調査（総務省） ※市データのみ（町村データなし）で集計

単位：戸
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北部地域 中部地域 京都・乙訓地域 南部地域 京都府

区分

建築の時期

昭和45年 昭和46年 昭和56年 平成3年 平成13年 平成23年 令和3年

以前 ～55年 ～平成2年 ～12年 ～22年 ～令和2年 ～5年9月

1970以前 1971～1980 1981～1990 1991～2000 2001～2010 2011～2020 2021～2023/9

(築55年以上) (築45～54年) (築35～44年) (築25～34年) (築15～24年) (築5～14年) (築1～4年)

北部地域
実 数 1,640 1,650 1,360 1,120 940 490 210
比 率 9.77% 4.72% 4.05% 3.86% 4.18% 3.57% 9.01%

中部地域
実 数 450 870 1,670 1,330 840 430 80
比 率 2.68% 2.49% 4.97% 4.58% 3.73% 3.14% 3.43%

京都・乙訓地域
実 数 12,480 25,420 22,810 20,330 16,000 10,360 1,670
比 率 74.37% 72.75% 67.93% 70.06% 71.08% 75.57% 71.67%

南部地域
実 数 2,210 7,000 7,740 6,240 4,730 2,430 370
比 率 13.17% 20.03% 23.05% 21.50% 21.01% 17.72% 15.88%



３. 住まいに関する意向
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51. 住み替え・改善の意向（全国・三大都市圏・三大都市圏外など）

＜住宅・居住環境に係る以降＞

・「借家に住み替え」の意向は、三大都市圏、全国、三大都市圏外の順に多い

・「持ち家に住み替え」の意向に大きな差はないが、「新築の持ち家に住み替え」
（新築＋新築住宅を購入）の意向は、三大都市圏外､全国､三大都市圏の順に多い

資料：平成25年住生活総合調査（国土交通省）

持
ち
家
に
住
み
替
え

※三大都市圏―関東、中京、京阪神を指す

R5 全国、三大都市圏、三大都市圏外での住み替え・改善の意向（令和5年住生活総合調査より）

H25（参考） 京都府、地域別での住み替え・改善の意向（平成25年住生活総合調査より）
持ち家に住み替え

資料：令和5年住生活総合調査（国土交通省）

持ち家に住み替え



＜住宅・居住環境に係る意向＞

・平成25年から令和5年までで、全国単位での満足度に大きな変化はない。

・平成25年の持ち家での住宅に対する総合評価では、京都市で満足としている割合が
高い。一方、北部では、多少不満がある、非常に不満があるの割合が高い。

資料：平成25年、平成30年、令和5年住生活総合調査（国土交通省）

52. 住宅に対する総合評価【持ち家】（全国・京都府・地域別）

京都府（参考） 京都府での持ち家に対する評価 平成20年から平成25年の推移

地域別（参考） 府内地域別での持ち家に対する評価 平成25年

全国 全国単位での持ち家に対する評価 平成25年から令和5年の推移

資料：平成25年住生活総合調査（国土交通省・京都府）
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53. 住宅に対する総合評価【借家】 （全国・京都府・地域別）

＜住宅・居住環境に係る意向＞

・平成25年から令和5年までで、全国単位での満足度に大きな変化はない。

・南部・乙訓地域、中部地域で、「多少不満がある」の比率が高い。

・持ち家に対する総合評価と比較すると、満足度が低い傾向にある。

資料：平成25年、平成30年、令和5年住生活総合調査（国土交通省）

資料：平成25年住生活総合調査（国土交通省・京都府）

京都府（参考） 京都府での借家に対する評価 平成20年から平成25年の推移

地域別（参考） 府内地域別での借家に対する評価 平成25年

全国 全国単位での借家に対する評価 平成25年から令和5年の推移
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54.住まいにおいて重要と思う項目（全国）
・令和5年の上位3項目は「日常の買物などの利便（40.3％）」「治安（36.1％）」

「医療・福祉・介護施設の利便（27.2％）」（□の部分）

・平成25年から令和5年で5％以上低下した要素は、「災害時の避難のしやすさ」「地震に対する
安全性」「周辺からの延焼のしにくさ」等で、災害に関連する要素が多い（□の部分）

＜住宅・居住環境に係る意向＞

資料：平成25年住生活総合調査（国土交通省）、令和5年住生活総合調査（国土交通省）

●住宅の要素

○居住環境の要素

・要素について、平成25年調査から令和5年調査で変更の合ったものは以下のとおり。
新規追加された要素： 「〇近隣シェアオフィスなど自宅や職場以外で仕事のできる環境」 「 ●子どもへの配慮（安全確保等） 」 「 ●子どもの遊び場、公園など」
細分化された要素：「〇日常の買物､医療・福祉・文化施設などの利便」→「〇日常の買物などの利便」 「〇医療・福祉・介護施設の利便」 「〇文化施設（図書館等）の利便」
・要素名について、平成25年調査から令和5年調査で、軽微な変更のあったものは同一項目としている。
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55.住まいにおいて重要と思う項目（全国）

・子育て世帯は、全世帯と比較して「治安」を重要視している。

（□の部分）

住まいにおいて重要と思う項目（全世帯）※ ■住まいにおいて重要と思う項目（子育て世帯）※

資料：R５住生活総合調査（国土交通省）●住宅の要素 ○居住環境の要素

※「住宅の要素」「住環境の要
素」の合わせて36項目のうち、
統計データ（速報値）より「重
要と思う項目」がわかる22項目
を対象とし、重要度の高い順に
15項目を抽出して表示している。

※「住宅の要素」「住環境の要
素」の合わせて36項目のうち、
統計データ（速報値）より「重
要と思う項目」がわかる22項目
を対象とし、重要度の高い順に
15項目を抽出して表示している。

全世帯（n=55,665千世帯） 親と子どもから成る世帯（長子17歳以下）（n=6,349世帯）

＜住宅・居住環境に係る意向＞



４. 近年改正した
住宅政策に関する制度



56.空家措置法（R5.12.13施行）

今後も増加すると見

込まれる空家

↓

・除却等のさらなる

促進

・周囲に悪影響を及

ぼす前の有効活用

や適切な管理を総

合的に強化

国土交通省ＨＰから



57.マンション管理計画認定制度（R4.4より）

・マンション管理適正化推進計画を作成した地方公共団体において、

一定の基準を満たすマンションの管理計画の認定が可能に。

国土交通省ＨＰから



4. 適合性判定の手続き・審査
5. 住宅トップランナー制度の拡充
6. エネルギー消費性能の表示制度
7. 建築物再生可能エネルギー利用促進区域

改正における主な変更点
1. 建築主の性能向上努力義務
2. 建築士の説明努力義務
3. 省エネ基準適合義務の対象拡大

58.改正建築物省エネ法（R4.6.17公布）

・法改正により、建築物の省エネ性能の一層の向上を図る対策の抜本的な強化や、
建築物分野における木材利用の更なる促進に資する規制の合理化などを講じる

主な変更点の内容例
1．建築主の性能向上努力義務
建築主は、その建築（新築、増築及び改
築）をしようとする建築物において、建
築物のエネルギー消費性能の一層の向上
を図るよう努めなければならないことと
します。
また、ここでの「一層の向上」とは、

義務基準である省エネ基準を上回る省エ
ネ性能を確保することを指しています。

2．建築士の説明努力義務
省エネ性能の一層の向上にむけては、専
門家である建築士が情報提供を行うこと
を通じて、建築主の意識向上を図り省エ
ネ性能の向上にむけての取り組みを促し
ていくことが重要です。
建築士は、建築物の建築等に係る設計

を行うときは、その設計を委託した建築
主に対し、建築物のエネルギー消費性能
や、その他建築物のエネルギー消費性能
の向上に資する事項について説明するよ
う努めなければならないこととします。 国土交通省ＨＰから



59.新たな住宅セーフティネット制度（R7.10.01改正法施行）

＜住宅セーフティネットの推進＞

・「新たな住宅セーフティネット制度」改正法が令和7年10月より施行

・賃貸住宅に円滑に入居できるための環境の整備を推進

国土交通省ＨＰから


